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「三田学会雑誌」84巻3 号 （1991年10月）

法人税帰着の一般均衡分析とその評価
 ハーノくー ガ ー • モデノレとその30年後 *------

古 田 精 司

「物理学の歴史は，その理論の寿命が短かいことを示している。しかしながら，全部が全部滅びてしまう 

わけでなく，その1 つ 1 つから何か残るものがある。この何かを見抜こうと努めなければならない。何とな 

れば，これこそ，いな，これのみが真の実在だからである」。—— ポアンカレ『科学と仮説』より。

ま え が き

この研究報告では，はじめに法人税の帰着分析そのものというよりは，まず同問題をめぐり，こ 

れまでどのような分析手法がとられてきたかを概観する。従来行われた理論•実証分析に一定の評 

価を与え，その方法論にも触れながら今後の同問題についてなんらかの示唆を得ようとしている。

第 2 に，法人税の帰着をめぐるハ一バーガ一 . 一般均衡分析という古典的パイオニア•ワークの 

骨組みを紹介する。同時に，同モデルのその後の発展 • 拡張に触れつつ，その主たる問題点を要約 

する。

そして，最後に，以上の議論をベースに同モデルの評価を試みている。そのさい，特に近年の科 

学方法論との関連で，同モデルの帰結が意味するものに焦点を当てることにする。

1 . 法人税制の礎石—— その考え方の変遷——

どの国の税制でも，それぞれの時代の社会 • 経済が進展するとともに，なんらかの不適応が生じ， 

その解消が求められる。時には，1980年代のわが国の税制改革がそうであったように，抜本的改革 

が求められることにもなる。そしてまた，近年の先進諸国法人税制の抜本的見直しについても，同 

じことがいえよう。

例えば， 1980年に公表された税制調査会による，『財政体質を改善するために税制上とるべき方
( 1 )

策についての答申』をみてみよう。法人税制の基本的仕組み， とくに所得税と法人税の二重課税の

* 本研究は，金融資産所得課税の一環としての法人所得課税研究の一部であり，_ 信託協会からの信託 

研究奨励金に負うところ少なくない。記して感謝の念を表したい。

注 （1 ) 同答申は1980年11月に公表されたため80年答中と略すことにする（以下同様)。同年9 月には同調 

查会企業課税小委員会により『企業課税小委員会報告』が公表されている。したがって，同答申は同 

報告の趣旨をそのまま要約し引継いでいるといってよい。
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調整について，次のように述べている。

「法人の性格論（法人実在説あるいは法人擬制説）については，法人は株主から独立して経済活動を

行う一方，その所得は配当及び残余財産の分配により株主に帰属する面があり，また，これが法人

という企業形態の存立目的であることも否定し難く，法人実在説あるいは法人擬制説という形で

どちらかの立場に割り切ることは困難であると考えられる。 したがって，法人の性格論から法人
( 2 )

税の負担調整に関する仕組みのあり方を導き出そうとすることは，不毛でもあり，適当でもない」。

ここでのキーワードは，「法人擬制説の棄却」である。 戦後の税制は， 周知のとおり，シャウプ税

制と呼ばれ， 現行の法人税制もそのサブシステムとみなされている。 シャウプ勧告では，「法人は

擬制体である」 とされている。つまり，「基本的には， 法人とは， 所与の事業を遂行するためにつ
( 3 )

くられた個人の特殊な集合にすぎない」 という「法人擬制説」が採用されていた。そこで，法人税 

は，個人所得税の源泉徴収にすぎないとされ，個人株主はその源泉徴収に対し，概算控除を行うこ 

とが認められた。

では，「法人擬制説」が棄却されるにともない，なにが代わりに法人税制の礎石として据えられ 

るのだろうか。答申では代って次のような礎石が示唆されている。

「法人税の負担調整に関する仕組みの検討に当っては，結局，企業の資金調達，資本市場のあり

方，国際資本交流等，経済全般にわたり税制がどのような影響を及ぼすかという観点から，これ
( 4 )

を行うことが適当であると考える」。

ここでは，「法人擬制説」に代わり，「企業の資金調達」など複数の礎石が提示されている。けれど 

も，それらが真の意味で「法人税制の礎石」たりうるかどうか， という疑問がやはりつきまとうの 

ではないか。また，法人擬制説だけが礎石の役割を果していたのか，という疑問も残るのではない 

か。このような疑問に対し，税制調査会はすでに1964年に次のように述べている。

「法人税の性格について…… これが最終的に株主に帰着するという立場で構成されているのであ 

るが，この点について，法人税をコストとして商品価格に含めること等によって，企業は法人税 

を株主以外の者に転嫁しているのではないかという問題が提起されている。 もし，法人税が株主 

以外の者に転嫁するものであれば，その限りでは法人税は法人企業によって生産された財，用役 

に対する取引税と異なるところがなくなり，後に述べる法人税率や配当二重課税の調整の問題等 

に関する法人税制の建て方について全面的な再検討を要することとなる。」

引き続いて，この問題に関し，木下専門委員による関西地区の法人約1 1 0社を対象とするインタ 

— ヴュ一調査と，古田専門委員によるK • M モデルのわが国法人企業への適用が紹介されている。 

その結果，税制調査会はこの問題に関し，次のように結論した。

注 （2 )  80年答申p. 21。
( 3 )  Report on Japanese Taxation by the Shoup Mission, V ol.1 . p. 105.
( 4 )  80年答申 p.210
( 5 ) 税制調査会『「今後におけるわが国の社会，経済の進展に即応する基本的な租税制度のあり方」に 

ついての答申及びその審議の内容と経過の説明』1964年12月，p .l4 0
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「われわれは，上記の二つの実証研究を中心に検討した結果，わが国の法人税についても転嫁し

ている可能性があることを認めた。 しかしながら，法人税の転嫁の問題は現在のところなお学説

も区々であり，また，上記二つの調査はこの種の調査としては，わが国におけるほとんど初めて

の試みでもあるので，実証研究についてはその方法論等について，なお今後研究が重ねられなけ

ればならないと考える。… …現段階では法人税の転嫁を前提として，法人税制に何らかの措置を
( 6 )

とることは時期尚早であると考える」。

したがって，税制調査会は「時期尚早」であるがゆえに，法人税制の仕組みは従来どおりで問題

ないと考えていたのかもしれない。けれども現実には，その 7 年後の1971年になって，明確な理論

的根拠も実証分析も加えることなく，次のように税調の見解をずらしてきている。

「客観的にも，法人税が株主の負担に帰しているという事実は認められない。法人税の課税標準

の中に支払配当が含まれているということは，算出された税額が株主の負担により支払われてい

ることを直ちに意味するものではない。配当率の引下げという形で配当が負担するかもしれない

し，留保分の中から支払われるかもしれない。あるいは賃金上昇率の引下げ，製品販売価格の引

上げの形で雇用者や消費者に転嫁されるかもしれない」。

結局，税制調査会は， 1971年の時点で，法人税制の礎石として法人税負担の一部転嫁説を取り入れ，

1980年の時点で，租税神学としての法人擬制説を棄却したわけである。そして，同じ年に，二重課

税の一部を調整すれば足りる論拠として次の点を主張している。

「法人税負担の一部が消費者，被用者等株主以外の者に転嫁されるという法人税の部分的転嫁の

可能性を考慮すれば，税負担の調整を行う際も，これを完全に調整する必要はなく，部分的調整
( 8 )

にとどめれば足りるものと考えられる」。

ここでは， 法人税制を支える礎石としての転嫁ではなく，「部分的転嫁の可能性」だけを根拠に，

「部分的調整」が正当化されようとしている。「部分的」 とはどの程度を指すのか。ま た 「可能性」

が果して実現化しているのかどうか。そのような疑問に対しては，回答らしい回答は見当らない。

税制調査会は，1988年 に 『税制改革についての中間答申』を公表し，そこでは「国際的視点に立

った法人税制の確立」が標榜されている。 法人税制の仕組みとしては，「簡明な仕組み」，「法人段

階の調整は不適切」そ し て 「配当軽課制度は自己資本充実の効果が明らかではない」 といった理由

から，次のように結論している。

「負担調整の方式としては配当軽課制度を廃止し，配当税額控除による個人段階での調整にゆだ

ねるべきであると考えられ，基本税率の引下げとあわせて，配当軽課税率を段階的に廃止するこ 
(9)

ととするのが適当である」。

注 （6 )  64年答申 p. 109-110。
( 7 ) 税制調査会『長期税制のあり方についての答申及びその審議の内容と経過の説明』1971年 8 月，p. 

136。
( 8 )  80年答申。p.220
( 9 ) 税制調査会『税制改革についての中間答申』1988年 4 月，p.560
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この結論は，1980年答申の考え方の延長線上にあり，現行法人税制を支える 1 つの礎石として，「国 

際化」がその根底に据えられていると理解できよう。そしてまた，71年答申にみられたような「部 

分的調整」という考え方は， 「部分的転嫁の可能性」 が不明瞭なだけに，その解釈は難しいが，や 

はり現行法人税制を支える考え方として，その根底に据えられているとみるべきではないだろうか

2. 帰着分析とその方法論

アメリ力で行われたK • M  (Krzyzaniak . Musgrave) モデルによる法人税の短期的転嫁の実証分
(10)

析については，様々な批判が行われK • M の側からの反批判もあった。

その批判点は，まず転嫁度が100% を上回わり，かつ計測値の拡散度が高いという点，法人税の'
効果のみを他の効果から分離して計測できたかどうかという点，そして上記の 2 点と関連して，計

測値を論理的に説明できる理論モデル（とくに企業行動の理論モデル）の欠如に集中していた。 理論

モデルがないため，なぜ法人税が税弓丨利潤を増大させる原因となったか，についての説明に説得力

を欠く結果となっていたからである。

しかしながら，同様の問題点は，法人税の転嫁がゼロないし殆どないと結論したT u r e k や Oak-
(11) (12) l a n d の実証モデルについても見い出せよう。 T u r e k のモデルは， H a l lにならい要素分配率生産

関数を想定しているが， 企業のとる価格政策はややあいまいである。 O a k la n dのモデルでは，企

業は利潤極大を狙う価格政策をとると仮定されている。 この仮定のもとでは転嫁はありえないから，

前提からしてゼロ転嫁の結論を先取りしていると批判されようo
(13)

これに対し，K • M と同じように100%以上の転嫁を結論したのは， D u s a n s k y モデルである。 

そのモデルでは，K . M と異なり，資本の生産性上昇や景気循環変数が導入されているが，それで 

もなお， 100% 以上の転嫁が検証できたところにモデルの特色が見い出せる。 しかし仔細に検討す 

ると，このモデルでも広告費が外生変数とされているが，法人税が増税されると，広告費が削減さ 

れ，製品価格が引き上げられるという転嫁プロセスが見逃されているのではないか。その点からみ

注 （10) M. Krzyzaniak & R. A. Musgrave, The Shifting of the Corporation Income Tax— An Empricat 
Study of its Short-Run Effect upon the Rate o f Return, 1963，The Johns Hopkins Press, M, 
Krzyzaniak, ed, Effects o f Corporation Income Tax，1966， Wayne State University Press, 古

田精司「わが国の法人税転嫁と企業規模別税負担の格差」，慶應義塾経済学会『経済学年報8 』所収， 

1964年，参照。

(11) J.L. i  urek, Short Run Shifting of the Corporate Income Tax in Manufacturing, Yale 
Economic Essays, V o l.10，Spring 1970. W. H. Oakland, Corporate Earnings and Tax Shifting 
in U. S. Manufacturing，1930- 1968，Review of Economics and Statistics，V ol.54，No. 3，August 
1 9 7 2 .参照。非転嫁を結論した実証分析は他にもみられるが，ここでは代表的モデルを取り上げてい 

る0
(12) C. A. nail Jr., Direct Shifting of the Corporate Income Tax in Manufacturing, American 

Economic Review, V o l.54，May 1964.
(13) R. Dusansky, The Short Run Shifting of the Corporation Income Tax in the United States， 

Oxford Economic Papers，V ol.24，Nov. 1972.
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ても，かれのモデルでも外生変数の特定化には，疑問の余地が少なからず残されている。

それでは，転嫁度がゼロから100%のあいだという数値を得ているL 6vesq u e，M a t h e w らのモデ
( 14)

ルはどうであろうか。L e v e s q u eモデルでは産業別，企業別に集中度に応じて転嫁度が異なると想 

定され，資本収益率尺度でも要素分配率尺度でも70%程度の転嫁度が得られている。また M ath ew  
モデルは産業別に検討し，セメント産業では前転のみがみられ，医薬品産業では前転と後転，綿織 

物産業では株主に転嫁，そして黄麻織物産業では転嫁ゼロ，という興味ある結果が得られている。 

けれどもまた，かれらのモデルにしても，その結論をそれぞれの産業内の個別企業のレベルにまで 

おろして推論することは困難である。なぜなら，個々の企業はそれぞれ異なった競争条件のもとで 

異なった経営に努めているからである。

上記のモデルについては，個 々について詳細に批判されるベき点が残されている。 しかしながら， 

これらのモデルに共通する問題点として，次の 3 点が経済理論的観点からみて指摘されねばならな 

い （計量経済学上の構造推定の問題はここでは取り上げない）0
第 1 に，現代経済が法人資本主義と呼ばれているように，法人企業活動が経済全体に滲透し，ま 

た法人税がその法人利潤を課税対象とするのであるから，局部経済を対象とする部分均衡分析の手 

法はもともと適用しがたい。K . M モデルにしても，資本収益率関数がマクロ経済モデルの誘導型 

，と規定されているが，連立方程式完結モデルの一般型が示されているだけである。そこでは転嫁分 

祈の理論構造は明示されていない。 K • M のみならず上記の計量分析モデルには，共通してそのよ 

うな理論構造の欠如が認められる。

第 2 は，寡占経済では，独占力の強い産業なり企業は，それだけ法人税転嫁の可能性が高いとい 

う仮説である。 L 6 v e s q u eモデルでは，集中度の高い産業ならば競争産業よりも転嫁度が高いとい 

う結論がえられている。 しかし，その結論も，寡占経済モデルをつうじて論理的に説明が与えられ 

ているわけではない。それは，1933年に公刊されたジヨーン . ロビンソンの『不完全競争の経済学』 

と E . H .チニンバレンの『独占競争の理論』が共に失敗作とみなされて以来，依然として「寡占経 

済の一般理論」 と呼ぶべき理論が存在しないことからも明らかである。法人税の転嫁を論証し広く 

承認をうるためには，寡占経済の一般理論は不可欠である。けれども，広く支持されている寡占経 

済理論が存在したとしても，法人税の転嫁が論証できるという保証がないこともまた事実である。 

それは第 3 の問題点にも関連してくる。社会科学の一分野である経済学では，自然科学における，
(15)

たとえば医学で認められている「コッホの3 原則」を適用することはできない。実験が不可能であ

注 ( i4) R. J. Levesaue, The Shifting of the Corporation Income Tax in the Short Run. S tu d ies  of 
the Royal Commission on Taxation N o .18, Queen’s Printer, Ottawa, 1967. B. S. Sahni & T. 
Mathew, The Shifting and Incidence of the Corporation Income Tax, 1976. p. 131-141.

(15) 「コッホの3 原則」とは，要約すれば次のとおりである。①特定の伝染病にかかった個体からは， 

特定の病原微生物が必ず発見される。②テストによりその病原微生物が分離され， 同定（identify) 
される。③それを純粋に培養したもので，原病が再現できるとき，その病源微生物が，その病気の原 

因であることが証明される。ちなみに，コッホは1876年に，炭疽病の病原菌を発見し，炭疽菌の本態 

や培養法，感染径路などについて明らかにしている。またこの手法により，次々に種々の病原菌が発 

見されたのは周知のとおりである。
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る以上，それに代わるなんらかの有効な手法を選ばざるをえない。また有効な手法が選ばれたとし

ても，その方法論について自然科学以上に慎重な配慮が必要となろう。それならば，法人税の転嫁

なり非転嫁が論証できるような手法なり方法が，果して存在するのだろうか。

このような問いは，いわば社会科学方法論の分野に属し，ここで論じつくせるような課題ではな

い。 しかし，私たちの身近かにそのような課題に答えている研究者として， 例 え ば M. Friedman
がいる。かれは，「管理実験」ができるか否かが，社会科学と自然科学とのあいだの根本的差異で

はない， として天文学を例として挙げている。そして次のようにいう。「理論は，それを実質的な

仮説の集合とみなすならば，“説明，’ しようとする現象の集合にたいして， どの程度それが予測能
(16)

力をもつか，にしたがって判定さるべきである」。続けて次のようにもいう。「事実の証拠では仮説
(17)

を “証明” することは決してできない。それはただ仮説が誤りでないことを証明しただけである」。

いい換えれば，理論的予測と経験的事実の一致は，その理論の正しさを証明したことにはならず，

ただ誤謬でないことを証明したにすぎないという主張である。

かれによれば，「ある理論が “十分に” 現実的かどうかという問題は，当面の目的にとって十分

に良好な予測をその理論がもたらすかどうか，あるいは別の理論による予測以上にすぐれた予測を
(18)

もたらすかどうかを確かめて，はじめて解決される」。 よく知られているように， か れ は 「仮定」 

は 「現実的」である必要はない，と主張する。仮定は，その上に立って構築された理論により，予 

測がうまく行われたかどうか，によってもっぱら正否が判断される。かれの論旨を一言にしていえ 

ば，理論はもっぱら予測力により証明されることになろう。

F ried m anの論旨を「法人税の転嫁分析」に当てはめて再考してみよう。K . M モデル以来の数 

々のモデルは，たとえ実証分析の結果としてありうべき転嫁度を確認できたとしても，それだけで 

分析結果の正しさを実証したことにはならない。転嫁モデルのマスター • モデルによる予測が，ど 

の程度まで現実の経済を予測できたか，という予測力のテストがあらたに求められている。科学が 

この世に出現して以来，その主要仕務と考えられてきたことは，より一般的な法則により観察可能 

な現実を説明することにあった。その意味では，かれの主張を否定することは難しい。けれども逆 

に，理論の一般性が高まるならば，予測すべき現実の範囲も広がるから， どのレベルでの予測で 

「予測力のテスト」が実施さるべきか， という反論に答えねばならない。

このような問題は，単 に 「法人税の帰着分析」だけが直面している難問というわけではない。経 

済学全体の問題でもある。そして，経済学が気象学や地震学と並んで「予測」に著しく弱いという 

点を考慮すれば，「予測」がモデルの正当性を証明するという役割は，むしろ後述するように「説 

明」に委ねるべきではないだろうか。

法人税転嫁の実証分析では，先に述べたように，転嫁度の推定値が算出されても，算出手続きに

汪 C1りン M. F ried m an ,ih e Methodology of Positive Economics, Essays in Positive Economics, p. 8.
( 1 7 ) 同，p.90
(18) M. Friedman, op. cit” p. 41.
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ついて納得のいく「説明」が欠けているのが一般である0 したがって，なぜそれだけの転嫁度にな 

るかについて，研究者のみならず一般の人びとに広く理解をうることは困難となる。いうまでもな 

く，いかなる理論も試論という性格をもたざるをえないから，経済分析が進歩するとともに「説明」 

もまた進化すべきであろう。けれどもまた，現代において最も納得しやすい「説明」が与えられて 

いる理論があれば，その理論が生みだす分析結果は広く支持されるであろう。そしてその「説明」 

に基づいて立案される政策もまた，広く支持を集めることが期待できよう。法人税の帰着分析の帰 

結が，「最適」法人税を考えるばあい不可欠であるとすれば，一層の立ち入った研究が望まれる。

3 . ハ 一バ ー ガ 一 • モゲルの論理構造

(19)
法人税帰着の計量経済分析では，分析対象は主としてその短期的帰着にしぼられていた。法人税 

の長期的帰着やその他の経済効果は，究極のところその短期的帰着に依存することになるからであ 

る。 したがって，もしも法人税が短期において株主に負担されるならば，株主による投資は減少し， 

長期においてその影響は経済全般に及ぶことになる。

このような税負担の帰着は，法人部門の資本ストックの減少から生ずるだけでなく，経済全体の 

資本ストックの減少からも生ずるだろう。前者のケースでは，非法人投資には全体として相対的に 

低税率が適用されるので，法人部門から非法人部門へと投資が流出するからである。後者のケース 

では，資本収益率が減少したばかりでなく新投資財価格が上昇したために，総投資が減少するから 

である。資本の流出が，税負担の転嫁にどのような効果をもたらすかについては，静学モデルによ 

る分析が行われていた。また総投資減少の効果については，成長モデルによる分析が行われてきた。

A . C .ハーバーガーの法人税帰着分析（1962年）は，成長モデルではなく比較静学モデルである。
(20)

しかし，画期的貢献として後続の一般均衡帰着分析に対し礎石を与えたと評価されている。その分 

析を単純化するために設けられた仮定は次のとおりである。

( 1 ) 経済の生産部門はz 財を生産する法人部門と， r 財を生産する非法人部門の2 部門からなり

たつ。

注 （1 9 ) 前節で概観したような法人税帰着の計量経済学的分析および寡占モデル分析については，次に掲げ 

る文献で詳し く 議論されている。R. Eppler, Das Problem der Steuerinzidenz bei den Gewinnsteuern, 
1965. H. C. Recktenwald, Steueriiberwalzungslehre, 1966. 英訳 Tax Incidence and Income Redi
stribution—An Introduction, 1971. A. T. Peacock ed., Quantative Analysis in Public Finance, 
1969. B. S. Sahni &  T. Mathew, i b i d .これらの文献の末尾には，スイス，西ドイツ，アメリ力で行 

われた同種の研究リストが掲げられている点有益である。

(20、 A. C. Harberger, The Incidence of the Corporation Income Tax, Journal of Political Economy 
June 1962.を参照。ここではハーバーガ一.モデルのすべてを忠実に紹介することを目的とするもの 

ではない。その論理構造を紹介し，その後の展開を説明し，さらに政策への含意を考える場合の出発 

点という意味で取り上げられている。なお，わが国でも数多くの紹介が行われているが，最も早く同 

モデルに着目し批判を加えた論文としては次を参照。 西野万里「現代租税政策の一つの問題点一A. 
C .ハーバーガ一の租税帰着論に関連して」『明大商学論叢』第53巻第7 . 8 号，1970年10月。
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両部門とも完全競争市場であり，価格伸縮性により完全雇用はつねに達成される。

両部門では労働（ム） と 資 本 （/ C の投入により，Z 財とF 財が生産される。生産関数は一 

次同次と仮定されているから，規模に関して収穫一定である。

4 ) 労働と資本の総供給は一定である。

5 ) 労働と資本の部門間の移動は完全であるから，労働と資本の価格はそれぞれの限界生産物価 

値に等しい。

6 ) 労働と資本の初期の価格は1 に等しい。

7 ) 法人税の課税により攪乱された経済が均衡を回復したとき，労働と資本の税引収益率は両産 

業において等しい。

( 8 ) 政府は，法人部門の資本に従量税の形で法人税を課す。税収は，すべて両部門の生産物に対 

する民間支出の減少を相殺する形で支出する。初期条件としては租税はゼロ。

( 9 ) 資本財は生産用耐久財であり，減価償却は定率法による。

(1 0 )貨幣制度，したがってまた絶対価格の変化は無視され，帰着は相対価格の変化にのみ着目し 

分析される。

0 D 消費者は，所得の増減分を同じパターンで，x 財と r 財の消費のために支出する。

W 国際収支を捨象した封鎖体系である。

このような前提のもとで，法人税帰着の一般均衡モデルが示される。まずZ 財と r 財の初期価格 

は等しく 1 とおかれる。両財に対する需要は，相対価格と消費者の所得水準に依存する。法人税が 

課税されると，法人企業の持主である消費者の所得が減少し，その減少分だけ政府が支配する資源 

量は増大する。

単純化のため，ここでは，政府は両財に対する民間の需要減少分を丁度補完するように税収を支

出すると仮定する。 この仮定はいわゆる「均衡予算帰着」である。同じ理由で，消費者間の所得再

分配は，需要パターンを変えないと仮定される。

このように仮定すると，需要の変化はすべて相対価格の変化にのみ依存すると考えることができ

る。 ここでは，完全雇用が仮定されているため，Z 財とF 財の需要関数は独立ではない。Z •財の需

要水準がきまると， r 財の需要水準もきまる。 したがって，Z 財の需要量はその相対価格（多:r/ れ）

に依存してきまることになる。ズの需要関数は，丑を^ :に対する需要の価格弾力性とすれば，次式
(21)

で表わすことができる。

d X  E i d p x ~ d p v') ( X の需要） （1 )X
(22)

これに対し，ぶ財の供給面を表わす生産関数は， 1 次同次であるから次式がえられる。

J ^ = f L d L ^ + f k d ^ _  ( アの供給） （2 )

ただし，f L と f K はそれぞれ財生産の総費用に占める労働と資本の初期の分け前，つまり分配
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率を表わす。

次に，資本と労働に関する需要関数の特定化が問題となる。ここでも，完全競争市場と一次同次

の生産関数が仮定されているので，その需要関数は資本と労働の相対価格の関数で表わすことがで
(23)

きる。まず非法人部門の生産要素需要関数は次式のように単純化される。

~ ]L— ~ ^ = S yU P K - d P L)  ( 3 )

法人税の課税対象である法人部門でも，同じような関係式をうることができる。ただし，法人部 

門からみれば資本価格は税込みであるから， T を資本 1 単位当りの税額とすれば，税込み資本価格 

の 変 化 は ( 4 P k + T ) で表わせる。 したがって，法人部門の生産要素需要関数は，

- ^ ^ — ^ - = S x{dP K+  T - d P D  ( 4 )

注 （2 1 ) X の需要関数をX = f i p x/ p y：> で表わし，全微分すればd X = f . d < ：p x/ p v\  
変形すると

_  p x \  ベ 7 7 )  ^  d [

X  f  \  py J f  \  Py )  (  Px )  (  Px )
乂 Py )  乂 Py )

了 了 .卜 )_ 'ニ1̂ — = E _

Px =  Py =  l

ゴ〈 P x  ヽ， d p x 9 p y  —  p x d p y

— d p x  *  P y  一  P x  *  d p y  _  d p x  _  d p y

( p x \  公x\  Py )  Pv
と仮定されているので

d X
X ■ E  Cdpx一dpy)

(22) A：財の供給を表わす生産関数は，一般には，

X  =  FCKx, Lx~) ( 1 )
で表わせる。これを全微分しX で徐すると次式がえられる。

d X  d X  Lx dLx 丄 dX Kx _ dK x 广 0 ヽ

~ l t  d L T ' ~ x " ~ L T  dKx '~X K^~ C2)
Pl とで労働と資本の初期価格を表わすとすると，それぞれ仮定により限界生産物価値に等しい 

から，

PL =  P長  的 長  ⑴

ま た 丹 = 尸 で あ る か ら

3ズ L x _  Pl L x —  L x 一  f  ぐ _1、
- J L x — ~ K x ~ - ^ r ~ f L  ⑷

d X  C5)3KX X  PxX
( 2 ) 式に（4), (5) 式を代入すると

X  J " Lx リ A K,
あるいは（1 ) 式からオイラーの定理により（6 ) 式を求めてもよい。
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となる。ただし，S r は法人部門における労働と資本の代替の弾力性である。

, 、 (24)( 1 ) 式 か ら （4 ) 式までに未知数は9 つ含まれているが，次の 5 方程式を加えると5 つに減少する。

dK v=  —dKx ( 5
d L y=  —dLx ( 6
dpx—fLdpL+ fxCdpK  +  T )  ( 7
dpy= gLdpL+ QkAPk (  8
dpL =  0 ( 9

政府が法人税によりうる税収はK XT である。 この税負担は一体だれに帰着するのだろうか。ハ 

一バーガ一によれば，次の 3 つのケースが想定されている。

第 1 に，もしも資本の価格が税引きでT K X/CKX+ K y ) だけ低下する (つまり，dpK= — TKx/CKx+ 
凡友〕である）ならば，資本が法人税をすべて負担したことになる。 この場合， 両部門の所得に占め 

る労働の分配率は変らないが，資本の分配率は法人税額だけ減少するからである。

第 2 に， dpK がゼロという解になれば，仮定により d p L もゼロとなるから，資本と労働の相対 

価格は変らない。ということは，法人税により資本所得も労働所得も初めの分配率に比例して減少 

したので，税負担も同様に配分されたとみることができる。

第 3 に， 課税の結果， 資本の税弓丨価格（賃金単位）変化率が両部門の所得（同じく賃金単位）の変 

化率と等しいとき，労働が法人税のすべてを負担したと結論される。 この場合，資本の初期価格は

注 （2 3 ) 非課税部門である非法人部門（F 財生産）は次式のように表わすことができる。

~ K ^ = h y ~ p t )
ただし，K y と Lv はF 財の生産に利用されている資本と労働の量をそれぞれ表わしている。この関 
係を変化率で表わすと次式をうる。

崎 ) 崎 ) I 傾

d ( l E \  J k .Ly \  Pl )  Ly PL
ここで右辺の最初の2 項は，生産要素間の代替の弾力性i S y ) を表わしているから，次式のように変 

形できる。

Ly Pl
この式の左辺と右辺を展開すると

錢 ヽ Lyd Ky KydLy Ly d Ky d L
Ky
Ly

.上V K vL y Ky Ky Ly

, 嗎  雇v — K y d L v  P l  。（ d F r  d P l  \
Sy 一"t k  —  _ Sy z i  ~p^=Sy\~rK ~p t )

瓦

Ky Ly SyCdPK — dPL)
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i であるから，め^  = [ル :t + o g + a ) 办瓦) / ( ム十ん + / ^ + ル ) ] ，これを整理すると，
(25)

/ ( ムc +  Z y ) となる。
(26)(2 )，（3 )，（4 )，（5 )，（6 )，（7 )，（8 ) 式 お よ び （9 ) 式から次の 4 式が得られる。

■ E  [fjcCdpK+ T ) —gicdpK]

K XT

X

r d L x  I r d-t^X
~ i r = f L ~ n r + f K ~ i i r
KxC—dK x) L>xC._ dLx') j.- Oydpl

八y K x L x
d K x  dL x
K x L x

■SxQipK+ T )

c i y

( 2 )'

C3y

( 4 )，

注 （24) ( 5 ) 式と（6 ) 式は，資本と労働の供給量が一定かつ完全雇用という仮定から自明であろう。（7) 式

と（8 )式は，一次同次の生産関数と完全競争の仮定から導出される。両部門における総収入は，すべ 

て資本と労働という生産要素の支払いにあてられる，したがって，非法人部門では次式が成立する。

FVY =  PlLv+ P k Kv
これを全微分すると

Fyd Y +  Y dP v =  PLd L y + L ydPL+ P K d K y+ K ydPK
非法人部門における労働の限界生産物はに等しく，資本の限界生産物はIPk IPy) に等し 

いから

Fvd Y = P LLy+ P Kd K y 
上の2 式を差し引くと次式をうる。

YdPy =  LydPL+ K vdPK 
この式の両辺をr で除し，かつ初期の価格はすべて1 と仮定されているため

dPy =  gLdpL +  gKdPK ( 8 )
ただし，gL と g K は非法人部門における生産物に対する労働と資本の初期の分配率ぐ、q l = L vI Y ， 
gK =  K y/ Y ) を表わす。

( 7 ) 式は法人部門における同様の関係式を表わす。ただし，法人部門では企業家からみた資本価格 

の変化は，rf尸k ではなく U P k + T ) となるから

dPx =  JrLdFL+ f KQdfK+ T ' )  ( 7 )
次に（9 )式では，モデルで問題とされているのは相対価格であることから，すべての価格との関係 

でニュメレールが必要となる。ここでは労働の価格がニュメレールに選ばれている。次式がそれを表 

わす。

dFL= 0  ( 9 )
( 2 5 ) 帰着の尺度として，ここでは明らかに分配率基準が採用されている点に留意されたい。

(26) ( 1 ) '式を得るため，（9 ) 式 を （7 ) 式と（8) 式に代入すると

d p x =  f  x ( .d p K +  T )  ( 7 ) ’
d p v =gK dpK  ( 8 ) ’

また C7)'，C8)/ 式を（1) 式に代入すれば

d X / X = E  [ f  K C d p K + T ^ + g x dp K ^  ( 1 ) '
が得られる。

次に（3 y 式を得るため，（5)，（6), ( 9 ) 式 を （3) 式に代入すると 

K x i - d K ^  L x i - d L x )
KyKx LyLtx

(4ア式を得るため，（9 ) 式 を （4) 式に代入すると 

d K x dL.

■ Syd pK  〔3 )

Kx Lx
と整理される。

SxQdpK^  71) ( 4 ) ’
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さらに（2ン 式 と （1 ) '式を等しいとおけば次の（1 0 )式が得られ，（3 ) '式 と （4) '式をそれぞれ

(3)〃 式 と （4 ) " 式のように書き換える。

E f  k T =  EQ gx—f  K )̂dpK +  f  l一-厂^ h  f  k一-l^X

Q^=SydpIi —

SX T =  Sxdp,

Lx ciLx 
Ly Lx

dL

K x
K v

L x + -

cio)
( 3 ) "

( 4 )〃

(10 )，（3)"，（4)〃 式の連立方程式を d p K についてクラ 一メルの公式により解けば，

E  fK  fL  f  K

l̂ fX 1̂ -x0

dpK-

書き換えると次式が得られる。

E f 八 I

Sy

—Sx 

" Ly .) +  & (

Ly

- 1
K y

1
A A

—Lx K x
Ky

- 1 1

( U f x | / k L x '

T ( 1 1 )

Ky Ly
E  - 5 , - Sx(- f l K x  i f k L x T =dpK ( 12)

K ,  1 L x ノ

( 1 2 )式が最終解であるが，この式を得るためには，（1 1 )式の分母の行列式を解くために（/ ム+  
/ x )  = 1 という関係が利用されている。

ハーバーガ一によれば， 法人税の帰着を解く鍵はこの（12) 式 の dpK の値にある。 したがって， 

ま ず （1 2 )式がとるべき値の検討が必要となる。

はじめに，（1 2 )式の分母はプラスの符号をとる。 というのは，S：̂，& 五はすべてマイナス，Ss 
と積になっている括弧内はプラス， したがって五と積になっている括弧内がマイナスかゼロならば， 

分母はプラス（または稀れにゼロ）となる。同じく g ^ > / i c ならば，初期においてF 財産業がZ 財産 

業よりも， より資本集約的である。つまり， K J  L X< K J  L y であるから，K J K V- L J L V<S) とな 

る。逆 に gKくf k ならば，K~xlKv_ Z^r/Z^X)である。 したかって， のばあい，Cqk—f k )  
i K xf K y- L x/ L y )くQ であるから、分母の第 1 項はプラス，それゆえ分母全体もプラスとなる。

では分子はどうか。 もしも K J L x> K y/ L v 奴ち政，ズ財産業のほうが資本集約的であるならば， 

d p K はマイナスとなり，資本が法人税を負担することになる。

逆に，尤財産業のほうが労働集約的であるならば，そして分子の第1 項が第 2 項より大であるな 

らば，分子はプラスとなり労働が法人税を負担することになろう。 もしも小であれば，マイナスと 

なり資本が法人税を負担することになる。

------ 1匕 K .54^)--------



要約すれば， 帰着尺度めせがゼロならば，資本と労働は所得分配の当初の分配率に比例して， 

法人税を負担することになる。办 X が正ならば，労働が資本よりも法人税をより多く負担すること 

になる。逆に，办 x が負ならば資本が労働よりも法人税を多く負担することになろう。

そして法人税の帰着度を決めるパラメーターは，Z に対する需要の弾力性五，両部門における資 

本と労働間の代替の弾力性 Sx，S y , 両部門における資本（または労働）集 約 度 K J K V、L J L y , 両 

部門の総費用に占める資本と労働の初期分配率 f K ， g K などである。

例えば，両部門における初期分配率が等しく  Q f K = g £ ) , また資本と労働の代替の弾力性が等し 

い i S x = S v) ときには，資本が法人税をすべて負担することになる。ハーバーガーは，種々のパラ 

メーターの組合せを，ア メ リ カ の 1953〜55年間の実際の観測値に照らして検 討 し ，次のように結論 

している。「当該の弾力性をめぐる一連のありうべき仮定の組合せすベてからは， 資本が法人税負 

担 の 100 % にかなり近くまで負担しているという帰結が生まれている， と結論することを避けるこ
(27)

とはまず難かしい」。

4 . 古 典 的 ハ ー パ ー ガ ー . モ デ ル の 問 題 点

1960年代の初めに現われたハーバーガー • モデルは，今日ではすでに世界の標準的財政学テキス
(28)

トに取り入れられ，一定の評価を獲得している。またそのモデルの修正ないし拡張版ともいうべき
(29)

分析も数多く出現してきている。けれども，そのモデルが古典的かつ画期的と呼ばれているように， 

そしてまた，モデルの修正版が続出していることからも分かるように，ハーバーガー • モデルには 

いくつかの重要な問題点が指摘されてきた。その問題点とは，主要と思われるもののみに限定して 

も，次の諸点が挙げられよう。

第 1 に，法人税とは法人所得， したがって法人利潤に対する課税であるが，モデルでは，法人資
. (30)
本所得に対する課税として捉えている。果してそれでよいのか。スティグリッッが指摘するように， 

それは法人企業の純利潤に対する課税という部分も含んでいるだろう。 経営者の起業者所得（帰属 

賃金）という部分も含まれていよう。また借入利子控除ができる税という視点からは，危険負担の 

報酬に対する課税とみることもできる。 どの要素が課税対象とされているか，議論が分かれるとこ 

ろであるが，ハーバーガーのように「法人資本所得」のみが課税対象であるとするのは再考を要す 

るところであろう。

注 （27) A. C. Harberger, op. cit” p. 234.
( 2 8 ) 例えば，R.A. Musgrave & P. B. Musgrave, Public Finance in Theory and Practice, 1973， 

1976, 1980. R. W. Tresch, Public Finance: A  normative theory，1 9 8 1 .A_ B. Atkinson & J. E. 
Stiglitz, Lectures on Public Economics, 1980.

( 2 9 ) ハーバーガー•モデルのその後の発展については，わが国でもいくつか紹介されている。例えば，

林正寿「法人所得税転嫁論一その後の発展⑴理論篇一」『経済と貿易』1988.10。講演記録であるが， 

拙稿「法人税の帰着一展望」『租税研究』1989.1。
(30) J. E. Stiglitz, The Corporation Tax, Journal of Public Economics, May 1976.
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第 2 に，モデル構築にあたり，基礎としておかれた仮定が非現実的ではないか， という問題があ 

る。モデルであるから，単純化された仮定を前提とすることは当然であるが，現実から遊離した仮 

定が少なくないという批判である。 ここでは4 点にしぼってみることにした。

1 つめは完全競争の仮定である。わが国でも，法人税収の過半は巨大企業から徴収されているた 

め， 寡占競争経済の仮定のほうが現実的であるに違いない。ハーバーガーもこの点を考慮し，「独 

占マークアップ率」をモデルに導入して，法人税帰着の再検討を試みた。 しかし，かれによれば， 

それでもなお法人税は資本の正常利潤のみならず，独占利潤の負担となっていると結論されている。 

したがって，寡占経済のもとでも帰結は変わらないとされている。

2 つめに，非自発的失業といった労働市場の不均衡を含む一般均衡分析は，法人税帰着について 

どこまで現実的回答を生みだすことができるのか， という問題がある。もともと一般均衡分析は， 

大量失業なりインフレーシ ョンといった景気循環に関連したマクロ経済の分析には不向きである。 

その点はアシマコプゥロス . バービッジをはじめとするケインジアンからの批判を免れない所以で 

ある。

その 3 は，モデルにおける資本 • 労働の供給一定という仮定である。資本蓄積も人口増加も考え

られていないという意味では，その性格は短期モデルと理解できる。 したがって，法人税の長期的

帰着を見定めるためには，明示的に資本蓄積をモデルに導入する必要があるだろう。またそのよう

な観点から，経済成長過程における法人税の帰着について，いくつもモデルが開発されてきたのは 
(31)

周知のとおりである。

その 4 は，二部門間の資本 • 労働移動の自由という仮定である。ハ一バーガ一によれば，法人税

帰着が理論的にも実際にも問題となるのは長期的帰着であるし，そのためには資本• 労働移動の自

由という仮定を欠くことはできないとする。けれども，上述のように，資本•労働はともに供給一

定と仮定されているため，かれのモデルでは，長期的というよりは「中期的」帰着が問われている

とする理解もありうる。 現実には，「固定」資本と呼ばれる資本があるとおり， 労働よりもある種

の資本のほうが移動不可能かもしれない。 しかし，モデルのうえでは限界（流動）資本の移動が問

題とされるから，固定資本は考慮の外におくこともできよう。その逆に，マクルア一の場合は，労
(32)

働移動は自由ではないが資本移動は自由というモデルを分析している。

およそモデルの基礎におかれた明示的または暗黙的仮定について，そ の 「現実性」を問うことは 

際限ない作業と化すという恐れがある。その点は，次節において再論されることになろう。

むしろここで問われるべきは，モデル全体が法人税帰着という課題に照らして， どこまで現実を

注 （3 1 ) フニルドスタインは，法人税のため長期的には資本収益率が低下し，貯蓄が減少し，投資も減少する 

ことにより成長率が低下するため，生産の低下が労働にも影響をおよぼすと考えた。そこから新古典 

派成長モデルによる法人税婦着分析が試みられた。M_ S_ Feldstein，Incidence of a Capital Income 
Tax in a Growing Economy with Variable Savings Rates, Review of Economic Studies，Oct. 
1974.

(32) C. E. McLure, Jr., A Diagrammatic Exposition of the Harberger Model with One Immobile 
Factor, Journal of Political Economy, Jan/Feb 1974.
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シミュ レイトしているか，という点にあるのではないか。一言にしていえば，第 3 に問われるべき 

問題点は，モデルを組立てている個々の変数なりパラメ  一ターの現実性であろう。

この問題点についても，ハーバーガ一 • モデルの拡張ないし発展という形で，これまで数多くの 

モデルが登場してきた。そして，そのいずれもが，法人税帰着という課題について，新しい情報を 

つけ加えてきたと評価できる。
(33)

最近の分析例としては， グラヴ ;!!ル • コトリコフの貢献が検討に値するだろう。かれらはハーバ 

一 ガー • モデルを次のように批判する。かれのモデルでは法人企業自体の資本所得ではなく，非法 

人企業とは異なる財の生産に用いられた資本所得に対する課税として法人税が捉えられている。実 

際には，同じ財—— 例えば農産物—— が，ハーバーガー• モデルでは非法人企業だけの生産物とさ 

れているが，法人企業でも生産されているのが現実である。アメリカでは，1957年では法人企業の 

農産物は僅か 9 . 2パーセントの占有率でしかなかったが，1982年では 29 . 3パーセントにまで高まっ 

た。 したがって，ハーバ一ガー • モデルでは，この29 . 3パーセントに及ぶ農業分野の法人企業に対 

しては，その資本所得に対して実際には法人税が課税されているのに，非課税として処理されざる 

をえない。 どの産業でも法人企業のウェイトが高まっているから，間違った分類からは間違った帰 

着度が導かれることになるだろう。

このような理解のもとに，かれらは修正モデルを構築し，法人税により，同一産業内で法人によ 

る生産から非法人による生産へという代替効果のため，法人税の帰着度が「劇的に」変動すること 

を見い出した。例えば，需要の弾力性が 1 で，生産における代替の弾力性が0 . 5 であるとすれば， 

ハーバーガー• モデルでは資本の負担は82パ 一 セ ン ト であるが，かれらのモデルでは 141パーセン 

トとなる。ただし，資本の負担は，パ ラ メ ー タ ー の 値をどのように想定するかにより決まり，かれ 

らのモデルの予測値が1 4 1パ ー セ ントというようにつねに大きいというわけではない。

ここで問題点を総括してみると，最後に，モデルを構築するばあいの「時間と空間の選択」 とい

う問題に突き当る。「時間」 とは，ここでは「時代」 と言い換えてもよい。
(34)

ハーバーガー自身が，最近の論文において，かれのモデルが生まれた当時（1960年代当初）と現代 

では，資本および金融の自由化が著しく進展し，国際間の資本移動が広く欧米で滲透してきたとし， 

背景が大きく異なっている点を重視している。現代では為替市場における利子率の裁定取り引きに 

より，短期資本が国際間を自由に往来し，短期利子率の均等化がみられるようなった。 このように 

開かれた資本市場という場で，法人税の帰着をあらためて見直すべきだとする。そして，一国にお 

ける法人税の負担は，海外に逃避できない資本の負担で終わるのではなく，他の生産要素である土 

地，労働そしてやはり逃避できない旧固定資本であると考える。

注 （33) J. G. Gravelle & L. J. Kotlikoff, The Incidence and Efficiency Costs of Corporate Taxation 
when Corporate and Noncorporate Firms produce the same Good, Journal of Political Economy, 
V ol.97, no. 4 1989.

(34) A. C. Harberger，l h e  State of the Corporate Income Tax: Who pays it? Should it be repealed?， 
in C_ E_ Walker & M. A. Bloomfield ed., New Directions in Federal Tax Policy fo r  the 1980s, 1984.
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同様の論理をつうじて，国際貿易と資本移動の自由を考慮し，法人税の負担は資本の所有者では
(35)

なく労働者に帰着すると結論したのは，スレムロッドである。かれによれば， もしも国内の資本所 

有者が，世界で支配的な収益率を獲得するため，自由に資本を海外に移動させることができるなら 

ば，資本でなく労働の負担となるだろうとする。なぜなら，国内の資本ストックが海外に流出すれ 

ば，国内の労働者各自に利用可能な資本量が減少し，それは生産性を引き下げ，賃金を減少させる 

ことになるからである。

近年，このような一般均衡分析の「一般性」に疑義を見い出し，「部分」均衡分析よりも一般的

である点は認めても，そこから政策処方箋を直ちに引き出すことは危険ではないか， という批判の 
(36)

声が聞こえるようになった。本節では，指摘さるべき問題点をすべて網羅しているわけではない。 

それだけに，次節において，同モデルの評価をできるだけ総合的に試みることにしよう。

5 . ハ ー バ — ガ ー • 帰 着 モ デ ル の 評 価

「法人税とはいかなる性格の税金か」 という問題に，ハ 一 バ ー ガ 一 • モデルは綿密な論理構造の 

上に立って，それが法人資本のみならず非法人資本の負担となる， という明快な回答を与えた。け 

れども，かれのモデルには，前節で検討したとおりの，いやそれ以上に多くの，問題点が伏在して 

いるといわねばならない。

前節の冒頭で述べたように，スティグリッツは，「法人税とはなにか」 という「法人税帰着問題」 

を問うよりもっと根本的問題を取りあげた。そして，か れ は 「それは一部は純利潤に対する税であ 

り，一部は起業活動に対する税であり，また一部はリスク•テイキンダに政府が隠伏的に協同する
(37)

ことに対する税である。量的には，私は 3 番目の役割が最も重要ではないかと思う」 と述べている。 

その点では，支払利子の損金算入や減価償却の仕方などが，むしろ法人税の性格づけにとって無視 

できない要因となるはずである。 これはキャッシュフロー法人税との関連で取りあげらるべき課題 

でもある。

第 2 の問題点として挙げられた仮定の非現実性についてはどう考えるか。確かにあらゆる科学の 

出発点は仮定から始まる。また，いかなる仮定も恣意性から逃れることはできない。完全競争の仮 

定が非現実的ならば，独占競争の仮定も非現実的である。両者の中間に位置する競争形態が現実的 

かといえば，その保証はなにもない。その点ではフリ一ドマンの指摘は正しい。

けれどもまた既述のように， フリードマンの「予測力のテスト」 という基準も，厳密にすぎるば

注 （35) J. Slemrod, Effect of Taxation with International Capital Mobility, in H. J. Aaron, H. 
Galper, J. A. Pechman ed., Uneasy Compromise, Problems of a Hybrid Incorne-Consumption 
Tax, 1988.

(36) A. A. Tait, Not so General Equilibrium and not so Optimal Taxation， Public Finance/ 
Finances Publiques, No. 2/1989.

(37) J. E. Stiglitz, ibid. p_ 310.
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かりでなく，恣意性を免れないのではないか。ポッパーは，予測が予測された出来事に及ぼす影響 

を 「エディブス効果」 と呼ぶことを提案し，その効果を考慮に入れると，「社会に関する精密で詳
(38)

細な科学的予測ということは不可能だ」 と断定している。そして，説明や予測，検証のいずれも大

した相違はなく，その相違は論理的構造の相違ではなく，むしろ強調点の違いでしかないとまで云 
(39)

いきっている。 この問題は，モデル全体の現実性が問われるときに，再び取り上げることになろう。

ハーバーガ一の一般均衡帰着分析という手法を評価するとき，それは，これまで出現していない 

「理想的手法」 と比較するのではなく，現存する様々な手法と較べるべきであろう。例えば，同じ 

課題について，部分均衡分析を適用して得られた結論について，信頼度を比較するという方法があ
(40)
る。この比較は，計算方法とコンピューターの進歩も手伝って，一般均衡帰着分析に有利に展開し 

ている， といってよいであろう。

一例を挙げれば，ハ一バ_ ガーの 2 部門モデルを多部門化した場合，結論が顕著に変わるかどう 

か， という問題もその1 つである。ショヴンは2 部門モデルから12部門モデルに拡張し，そのうち

注 （38) K. R. Popper, The Poverty o f Historicism, 1957, p. 13-14. K. R .ポッパ一/  ̂久野収•市井三郎 

訳 『歴史主義の貧困一社会科学の方法と実践一』1961. p. 31-32。
(39) K. R. Popper, ibid. p. 1 3 3 .邦訳 p. 2 0 1 ,コールドウ；c ルは， フリードマンの方法論的概念である 

道具主義を批判し，「経済学はその研究対象の故に，予測的に妥当など/1ふ理論も発見することは困難 

であろう」と断言している。 B. J. Caldwell, Beyond Positivism—Economic Methodology in the 
Twentieth Century—, 1982. p. 182. B. J . コールドウヱル / ^堀田一善• 渡部直樹監訳『突証主義を 

超 え て 20世紀経済科学方法論』1989。
さらに，フリードマンのみならず，一般均衡理論を中核とする新古典派理論を批判するポスト.ヶ 

インジアンの科学方法論にも触れておくべきであろう。例えば，アイクナーは新古典派理論を次のよ 

うに批判する。

「新古典派理論は，形而上学的な，したがって非科学的な一群の公理に基づいた精巧な推論の集ま

りとほとんど変わらない。そのような理論に依拠した公共政策が，ただ単に災難を招いているにす

ぎなくとも驚くにはあたらない」

かれによれば，誤謬を避けるため，かつ真理とする主張には次のようなテストが適用されねばならな 

い0 ①首尾一貫性テスト（coherence test)—得られた結論が，初めの仮定から論理的に導出されるか 

どうか，議論のなかに矛盾がないかどうかを確かめるテスト。②調和性テスト（correspondence 
test)—理論から導出された結論が，現実の世界で経験的に観察できることで確証できるかどうか，を 

決めるテスト。古典的な例として，ニディソトンが1919年の日食観測で，太陽のように巨大な物体の 

重力場は光を曲げる原因となる，というアインシュタインの相対性理論に基づく予言の確証が挙げら 

れている。③包括性テスト（comprehensiveness test)—理論が，研究対象のみならず，それに関連 

するすべての既知の事実を包括できるかどうか，というテスト。例えば，ニュートン力学は，エディ 

ントンが観測した太陽光線の屈折を説明できなかったので，アインシュタインの相対性理論ほど包括 

的ではない，と判定された。④節險性テスト（parsimony test)— このテストは，前提となる仮定も 

含め，理論を構成する特定の要素が，経験的に観察できるものの説明にとって必要かどうか，をみる 

ものである。

要するに，①をテストするためには，②，③，④のテストを必要とし， 3 つのテストをすべてパス 

して，はじめて理論は経験的に立証されたことになる。A.S_ Eichner，Why Economics is not yet a 
Science, in A. S. Eichner ed., Why Economics is not yet a Science, 1983. p. 206-210. A. S•アイ 

タナー編/ 百々和監訳『なぜ経済学は科学ではないのか』1986. p. 302-306。
C40) J. Whalley, How reliable is Partial Equilibrium Analysis?, Review o f Economics and Statistics, 

August 1975.
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3 部門は非法人部門， 9 部門を法人部門に分けて分析し， 2 部門モデルとほとんど変わらない結論
(41)(資本の税負担は103パーセント）を得 て いる。

けれども，ハーバーガー • モデルを拡張し，土地という第 3 の生産要素や資本の国際間移動さら 

には経済成長という条件を追加すると，結論はまた修正されざるを得ないようだ。

例えば， ラッティ • シオウムは，ハ一バーガー • モデルに土地を第3 の生産要素として導入して 

再構成し，土地について代替の弾力性にかなり高い値を想定した。その結果，法人税の負担は，そ
(42)

の大部分は資本ではなく  土地に帰着すると結論された。

また， もしも資本の国際間移動が完全に白由であるならば，資本の流出入により資本収益率の低 

下が喰いとめられよう。その結果，資本が税負担を免がれ，結局は労働と消費者の負担に帰着する 

は ず で ある。 この間の推理は，前節でスレ ム ロ ッ ドやハ ー バ ー ガ ー が 指摘したとおりである。 

同じく，成長経済のもとでも，帰結は修正されざるをえないだろう。一例として， フ:^ルドステ
(43)

イン の 「成長経済における資本所得税の帰着」の推論をみてみよう。かれは，貯蓄と貯蓄収益率の 

あいだにプラスの相関があるならば，また課税により貯蓄収益率が低下すれば，貯蓄は減少する。 

総貯蓄の減少により，経済は長期均衡径路から乖離することになるが，均衡の回復は資本•労働比 

率のみならず賃金率も低下したときにのみ達成される。そして，社会保障税との差別的帰着を試み， 

資本所得税の長期的帰着のうち25から29パーセントは，労働に転嫁されると結論している。

一般均衡帰着分析は，そのメリットの 1 つとして，論理構造がブラック• ボックスの中で展開さ 

れているものではない点がある。 したがって，法人税の帰着は，長期的には資本の負担のみならず 

労働，土地の負担，さらには消費者の負担となる道筋が開けていることは，理解しがたいことでは 

ない。

ポッパーは「科学の歴史において，新しい知識への道を拓くものは，つねに理論であって実験で 

はなく，つねにアイディアであって観察でないと信じるけれども，私はまた，不毛の道をたどるの 

を防ぎ，きまりきった道から脱けだすのを助け，新しい道を発見するように促すものは，つねに実
(44)

験であると信じる」 と述べている。実験が困難な経済分析の領域では，新しい理論とアイディアが 

生まれるまでは，法人税の負担は長期的には，資本のみならず労働，土地，消費に広く拡散される 

と考えざるをえないだろう。一般均衡帰着分析の論理構造は，法人税負担が長期的にはいかに拡散 

されていくかについて，はじめてありうべき説明を与えたと評価できよう。
(経済学部教授）

ン主 C41; J. bhoven，The Incidence and Efficiency Effects of la x e s  on Income from しapital，Journal 
of Political Economy, December 1976. それ以後の同様の分析がどのように発展してきたかについて 

は，H. J. Aaron, H. Galper, J. A. Pechman ed_，Uneasy Compromise, 1 9 8 8 .所収の諸論文参照。

(42) S. P. Ratti & P. Shome, The Incidence of the Corporation Income Tax: A Long-run, Specific， 
Factor Model，Southern Economic Journal, July 1977.

(43) M. Feldstein, The Incidence of a Capital Income Tax in a Growing Economy with Variable 
Savings Rates, Review of Economic Studies, October 1974.

(44) K. R. Popper, The Logic of Scientific Discovery, 1959. p. 268. K. R .ポッパー/ 大内義一 •森 

博訳『科学的発見の論理』（下）1972. p_ 332.
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